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（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 
 

（熊本県立苓北支援）学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 
 

１ 学校教育目標 

 個々の可能性を伸ばし、自立と豊かな生活につながる教育の実践 

 

２ 本年度の重点目標 

１ 児童生徒の教育的ニーズに基づく指導の充実と関係機関との連携強化 
２ 安全・安心な教育環境作りと業務効率化のための基盤整備 
３ 専門性の向上 
４ 特別支援教育の推進 

 

３ 自己評価総括表 

評 価 項 目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策 

評
価 

成果と課題 
大項目 小 項 目 

 
学校 
経営 
 

学校教育
目標の実
現のため
の教育課
程改善 
 

教育課程改
善に関わる
該当分掌部
におけるプ
ロジェクト
の進捗 
 
 
 
 
 

教務部、研究
部、進路・地域
支援部が教育
課程に関わる
プロジェクト
を、学部・分掌
部間が連携し
ながら学校全
体として推進
する。 

○学部主事、教
務部長、研究部
長、進路・地域支
援部長で構成す
るカリキュラム
・マネジメント
会において、学
部 の 状 況 に 応
じ、また、分掌部
プロジェクトを
関連させながら
推進する。 

 
Ｂ 

○教務、研究、進路・地
域支援の計画的なプロ
ジェクトだけでなく突
発的なものに対しても
その都度協議し、学部の
状況を踏まえたところ
で検討することができ
た。 
○カリキュラム・マネジ
メント会の記録回覧時
にメンバー以外の職員
からでた質問や要望も
会で取り上げ、その結果
を伝え、全職員の認識の
向上に努めた。 

業務の効
率化及び
働き方改
革 
 

授業準備及
び事務業務
時間の確保 

会議及び研修
の効率化を図
り、３０回分の
会議・研修を授
業準備や事務
業務処理の時
間にあてる。 

○会議・研修内
容の精選、実施
時期の見直し、
ICTの活用など
行う。 

 
Ｂ 

〇２月末時点で、職員会
議、運営委員会で１５時
間、職員朝会８時間、そ
の他の研修等で６時間、
時間を確保した。その
他、会議資料の大部分を
ペーバーレス化するこ
とにより、時間の短縮化
が図れた。 

年休の取得
状況 

全員が年次有
給休暇を１０
日以上取得し、
加えて全体の
平均が１５日
以上とする。 

○９月時点で年
休取得が５日以
下の職員に取得
を 促 す と と も
に、学部主事、分
掌部長からも積
極的な取得を呼
びかけるなど、
取得しやすい雰
囲 気 を 醸 成 す
る。 

 
Ｂ 

〇令和４年４月から令
和５年２月末までに、 
１０日以上年休を取得
した職員は２７人中２
３人、残り４人のうち２
人は８日以上年休を取
得している。また、全体
の平均は１４日強であ
り、３月末時点までの目
標達成は可能である。 

 
授業の 
充実 
 

カリキュ
ラム・マ
ネジメン
トの推進 
 

学習及び授
業評価と教
育課程改善
の関連の明
確化 

学習評価の内
容を整理する
とともに、教育
課程評価表を
中心とした教

○授業計画の立
案や評価の段階
で、学部や各ク
ラスで内容を確
認する機会を設

 
Ｂ   

〇学部や各クラスで内
容を確認する機会を設
けているが、通知表等学
習評価については途上
である。学習評価に関す
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 育課程の改善
に繋がるツー
ルの見直しを
行う。 

け、観点別評価
での学習評価の
妥当性を検証す
る。 
○教育課程の改
善に繋がるツー
ルの内容につい
てカリキュラム
・マネジメント
会で検討、改善
を行う。 

る研修等を立案し、少し
ずつ精度を上げていく
必要がある。 
〇教務部内やカリキュ
ラム・マネジメント会で
検討し、教育課程評価表
の評価を２段階に変更
した。教育課程上の学部
ごとの課題が明確にな
り、次年度の教育課程を
検討する上でのしっか
りとした根拠とするこ
とができた。 

授業力の
向上 

授業力向上
のための研
修の充実 

児童生徒の内
面の読み取り
を含めた行動
観察の精度を
高め、授業実践
力を向上させ
るための研修
を実施する。 
 

○スーパーティ
ーチャーや理学
療法士による授
業参観及び指導
助 言 を 実 施 す
る。 
○発達段階や教
材教具に関する
研 修 を 実 施 す
る。 
○授業改善のた
めの授業検討会
を設定する。 
○一人一事例の
実践事例書を作
成できるよう様
式を整えて提案
する。 

 
Ｂ 

〇スーパーティーチャ
ー研修を計５回実施し
た。理学療法士研修は、
計２回来校してもらい、
指導助言及び研修を受
けることができた。 
〇教材教具研修は新型
コロナウイルス感染症
対策により、次年度以降
に延期となった。 
〇全児童生徒について、
一人あたり３回以上、短
時間高頻度の事例検討
会を行うことができた。 
〇職員一人につき一事
例、事例報告書の作成を
行い、冊子にして配付す
る予定である。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

卒業後の
生活につ
なげる取
組 
 
 

本校児童生
徒の目指す
べき将来像
の具体化 

重度重複障が
いのある児童
生徒の生活の
状況を踏まえ
ながら身につ
けさせたい力
を焦点化して
いく。 

○自立と豊かな
生活の実現に向
けて児童生徒の
将来像を具体的
に整理・設定で
きるよう、支援
会議を中心に、
学校と生活の場
との相互の情報
共有について、
回数、内容等を
再検討する。 

 
Ｂ 

〇はまゆう療育園の職
員との情報交換を、新入
生については４月に、そ
の他の生徒については
夏季休業中と３学期に
行い、支援について共通
理解を図った。 
〇高等部３年生につい
ては卒業後の生活の場
は療育園になるが、移行
支援計画については、３
月卒業後に実施する予
定である。 
〇一人一人の児童生徒
の学習について月毎に
まとめた個人通信をは
まゆう療育園で回覧す
ることで、学校の取組に
ついての情報提供に努
めた。 

生徒 
(生活) 
指導 
 

交流及び
共同学習
の充実 
 
 
 

児童生徒一
人一人の人
と関わる意
欲の喚起 
 

実態に応じて
学期に１回、直
接交流や間接
交流を行う。 

○交流相手校と
十分に検討し、
本校の児童生徒
が関わりを実感
できる学習を実
施する。 
○間接交流に変

 
Ｂ 

〇６月の新校舎おひろ
め会に関わっての交流
及び共同学習の活動内
容については、予め対
面、オンライン双方に対
応できるものを計画し
ていたため、コロナ禍の
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更になった場合
にも柔軟に対応
できるよう計画
する。 

中でも、ほとんどを実施
することができた。 
〇オンラインでの交流
及び共同学習では、ICT
の 活 用 方 法 を 工 夫
（Google meetを使用）
し複数のグループに分
かれて同時に実施する
など、内容の充実に努め
た。 

人権教
育の推
進 

職員の人
権意識の
向上 
 

人権教育に
関する知識
・理解の向
上 

校内外の研修
等を通して人
権教育に関す
る知識・理解を
深める。 

○人権教育の指
導方法の在り方
について「第３
次とりまとめ」
や、その他２つ
の人権課題の内
容について、年
３回の校内研修
を行う。 
○日程調整等や
代替措置で全て
の職員が一度は
校外研修に参加
できるように調
整する。研修内
容については資
料の回覧若しく
は復講を行う。 

 
Ｂ   

〇校内研修を計画的に
実施し、職員の人権意識
を高めることができた。 
〇教諭・講師全員が一度
は校外研修に参加する
よう計画した。新型コロ
ナウイルス感染症拡大
により、参加できない研
修もあったが、人権教育
関連資料の回覧や校外
研修に参加した職員に
よる復講を行い、情報を
共有することができた。 
 

授業におけ
る人権意識
の向上 

授業の中での
人権教育に関
する意識を高
める。 

○ 本 校 独 自 の
「生活振り返り
シート」を用い
て、職員の日頃
の言動を振り返
り、必要に応じ
て結果を共有す
る。また、職員各
自が、児童生徒
への指導に関す
る行動目標を設
定し、自身の日
常の指導につい
ても振り返るこ
とができるよう
にする。 

 
Ｂ 

〇「生活振り返りシー
ト」の結果を回覧し、  
“児童生徒の年齢に応
じた言葉かけ”“授業中
の職員間の会話”など、
児童生徒の人権尊重に
係る注意事項について
共有理解を図ることが
できた。 
〇児童生徒への指導に
関する行動目標を設定
したことで、一人一人の
職員が自身の指導につ
いて日常的に意識する
ことができた。 

命を大切
にする心
を育む指
導の実施 
 

児童生徒同
士がお互い
を尊重し、
大切にする
意識の育成 

児童生徒がお
互いに関わり
合い、お互いの
大切さを感じ
られるような
学習活動を実
施する。 

○年間３回「な
かよし集会（全
校集会）」で、ま
た、年間１回ク
ラスや学部で人
権学習を実施す
る。 
○児童生徒が取
り組みやすく、
互いに関わり合
えることができ
るよう、児童生
徒の興味関心に
応じた活動を設

 
Ｂ   

〇「なかよし集会（全校
集会）」や学部での人権
学習を計画通りに実施
することができ、友達の
いいところを認め合い、
お互いのことを知り合
うことができた。人権週
間を通して、相手のこと
を意識したり、活動を楽
しんだりする様子が見
られた。 
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定する。 

いじめ
の防止
等 

早期発見
・未然防
止に向け
た取組 
 
 

いじめ防止
の視点に基
づいた学校
生活づくり 
 
 

児童生徒の仲
間意識を高め、
集団づくりに
つなげる。 
 
 

○児童生徒が意
欲的に取り組む
ことができると
ともに、仲間づ
くりを促す学習
を実施する。 

 
Ｂ 

〇毎月第一月曜日を「な
かまの日」と位置づけて
いることを周知して、全
校集会に取り組むこと
ができた。仲良し集会も
教務部と連携しながら
計画的に実施できた。 

職員の意識
向上 
 

本校にとって
の、いじめに対
する基本的認
識を徹底する。 

○本校のいじめ
防止基本方針の
周知も含めいじ
め防止に関する
研 修 を 実 施 す
る。 

 
Ｂ 

〇本校の「いじめ防止基
本方針」にある、本校の
児童生徒の特性を考慮
した「いじめ防止に関す
る基本的な考え方」に全
職員の認識を確実にす
るための研修を実施で
きた。 

地域 
支援 

教育支援
の充実 
 

相談支援、
教材備品貸
出等の充実 

校外支援、校内
支援を計画的
に実施できる
よう、情報提供
する。 

○校外支援につ
いては、各学校
のコーディネー
ターと事前に情
報収集を行い、
課題解決につな
げる。 
○校内支援につ
いては児童生徒
の実態把握や目
標達成に向けた
具体的支援・指
導の情報提供を
する。 

 
Ｂ 

〇事前に各学校コーデ
ィネーターから情報を
収集したうえで、授業参
観に臨んだり打ち合わ
せを行ったりすること
で、効率的に相談対応す
ることができ、課題解決
につなげた。 
〇校内の児童生徒を直
接支援するまでには至
らなかったが、巡回相談
で活用した情報や研修
内容を職員に周知した。 
 

地域連携
を図る取
組 

天草地域に
おける特別
支援教育の
推進と肢体
不自由教育
の充実 

担当エリアの
コーディネー
ター会議や巡
回訪問への積
極的参加と天
草圏域の肢体
不自由学級等
へ働きかける。 

○本校からの積
極的連絡や早め
の日程調整によ
る計画的な連携
をとる。 
○肢体不自由学
級の状況把握と
的確な情報提供
をする。 

 
Ｂ 

〇１０月末時点で巡回
相談未実施１１校に文
書を発送したところ、７
校から教育相談の依頼
があった。残り４校につ
いても、電話で聞取り、
担当エリア内の全ての
学校の特別支援教育の
状況について把握した。 

地域連
携(ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰ ﾙ な
ど) 
 

地域に信
頼され、
地域に開
かれた学
校作り 
 

はまゆう療
育園を始め
とした地域
の関係機関
との連携 
 
 
 
 
 
 

新校舎共用を
開始した学校
運営及び教育
活動について
の情報を発信
し、意見を集約
する。 

○感染症対策を
講じながら、可
能な方法で学校
運営協議会を年
２回開催する。
その際、本校に
おける具体的な
取組を提示し意
見をもらう。改
善の必要性が指
摘された点につ
いては対策を講
じる。 

 〇学校運営協議会につ
いては、コロナ対策のた
め第１回は書面開催と
した。第２回について１
月末に対面方式で実施
した。一人一人の児童生
徒に応じた学習を実施
していること、ＩＣＴを
効果的に活用している
ことに高い評価を受け
た。次年度は学校教育や
センター的機能に重点
を置いて意見を集約す
るため一部委員を交代
するが、その了承を得
た。 

地域への情
報発信 

地域社会での
現在及び将来
の豊かな生活

○学校ホームペ
ージを充実する
とともに、地域

 
Ｂ 

〇基本的に、各学部の全
単元について、ホームペ
ージ掲載した。５月から
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につなげるた
め、本校教育や
児童生徒の様
子についての
理解推進を図
る。 

の関係機関に通
信等の配布をし
たり、本校児童
生徒の活動の様
子や作品を掲示
・閲覧したりす
る。 

１２月末までのホーム
ページの閲覧回数は約
47000回であった。 
〇オンラインを活用し
て地域産業についての
学習を行ったが、学習の
様子が先方のFacebook
に掲載されるなど、学校
の取組をより広く発信
することができた。 

安心・
安全な
学校生
活 

衛 生 管
理、危機
管理、安
全管理の
徹底 
 
 

危機管理意
識及び緊急
時の対応力
の向上 
 

危機管理マニ
ュアルを基に
訓練や研修等
を実施し、職員
一人一人の緊
急時の対応力
を高める。 
ヒヤリハット
事例を全職員
で共通理解し
たり、ヒヤリハ
ット週間を設
けたりし、日頃
の危機管理意
識を高める。 

○実践的な訓練
を年５回実施し、
反省を基にマニ
ュアルを改善す
る。 
○ヒヤリハット
報告書の回覧及
び連絡により、全
職員で事例を共
通理解する。ヒヤ
リハット週間の
中で危機意識を
高める。 

 
Ａ 

○防犯訓練については
新型コロナウイルス感
染症対策のため、苓北交
番から助言を受けた動
画等の資料に基づいた
研修に変更するなど、予
定通り５回の訓練を実
施した。全ての訓練後
は、マニュアル改善を行
った。 
○ヒヤリハットの報告
を容易にし、より多くの
情報が上がってくるよ
うにするため、ワープロ
による入力からformsの
アンケート入力に変更
し、その結果については
定期的に回覧するよう
にした。 
〇年に２回のヒヤリハ
ット週間を設けた。一人
一事例の報告を行い、集
計結果を周知すること
で、危機管理意識を高め
ることができた。 

児童生徒、
職員の健康
管理 

新型コロナウ
イルス感染症
を含めた感染
症予防対策を
行う。 

○感染防止チェ
ックリストを基
に感染対策を徹
底する。 
○感染予防対策
について、県から
の通知に加えて、
はまゆう療育園
を含めた地域の
状況に応じた感
染予防対策を講
じる。 

 
Ａ 

○県からの通知を基に、
はまゆう療育園の感染
対策担当医師と連携し、
本校における感染予防
対策を見直した。その結
果、チェックリストにつ
いては取り止めたが、職
員の日々の検温や定期
的な抗原検査の実施、教
材の消毒の日常的な徹
底などに努めることに
した。 

 
４ 学校関係者評価 

学校運営協議会委員からは、新型コロナウイルス感染予防のため制限がありながらも、交
流及び共同学習、並びに、自立活動において、ＩＣＴを積極的に活用していることに対し高
い評価を得た。また、コロナ後も見据えて、現在及び将来の豊かな生活実現のために、はまゆ
う療育園を始めとする関係機関との連携を強化すること、共生社会実現のために、近隣校と
の交流及び共同学習、並びに、地域住民の学校教育への参画を推進すること、併せて、学校取
組の発信を充実させること等に一層努める必要があるとの意見をいただいた。 
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５ 総合評価 

〇児童生徒の教育的ニーズに基づく指導の充実と関係機関との連携強化 
保護者についてはアンケートの評価が全般に高く、学校の取組を理解していただいてい

る。はまゆう療育園については、アンケートのポイントは昨年度より高くなっているが、児
童生徒の現在及び将来の目指すべき姿、並びに、感染症対策を含めた学校の取組について丁
寧に説明する必要があることが伺えた。 

〇安全・安心な教育環境作りと業務効率化のための基盤整備 
新型コロナウイルス感染症対策については、できるだけ多く授業を実施するために、はま

ゆう療育園と相談したうえで、一部を緩和、簡略するなど、Ｗｉｔｈコロナに即応した方法
に変更した。ヒヤリハットについては、ＩＣＴを活用し報告や供覧を容易にすることで、些
細な気づきも職員で共有できるようにした。 

働き方改革については、議題を精選すること、及び、検討する職員や時間を必要最小限に
留めることによる会議の削減、ペーパーではなくデータによる職員への連絡・周知、インタ
ーネットのチャット機能を活用した確実且つ時間を要さない情報の共有化、など業務効率化
を推進した。  

〇専門性の向上 
 新校舎での授業が始まり、児童生徒は午前・午後の登校に伴い、昨年度に比べると研修や
会議に充てられる時間は少なくなったが、スーパーティーチャー研修、外部専門家（理学療
法士）招聘研修、短時間・高頻度の少人数による事例検討会を昨年度と同様に実施し、重度
重複障がい教育に係る専門性の向上に努めた。 

〇特別支援教育の推進  
 特別支援学級担当者指導力向上研修を本校で実施することで、特別支援学級担当者と顔の
見える関係を作ることができ、そのうえで地域の小中学校等からの要請に対し、教育相談、
職員研修会など積極的に対応した。 

 
６ 次年度への課題・改善方策 

○新型コロナウイルス感染症が感染法上の「５類」へ移行することへの対応を含めて、隣接す
るはまゆう療育園と連携しながら、学習の機会を最大限確保しつつ、徹底した予防対策を講
じる。また、ヒヤリハットの共有及び日常の点検の徹底、並びに、いじめや教職員の不適切
な指導も含めた危険因子への迅速な対処により、安全・安心な学校作りに万全を期す。 

○次年度、小学部へ自宅からの通学生が入学するにあたり、苓北町の協力を得て実施する給食、
及び「ほほえみスクールライフ支援事業」を円滑、且つ、安全に実施する。 

○児童生徒の現在及び将来の豊かな生活を実現するために、引き続き、はまゆう療育園を始め
とした関係機関との連携・協働をより推進するとともに、外部専門家の協力を得て更なる職
員の専門性の向上を図る。 

○保護者、はまゆう療育園も含めた地域や関係者に対し、学校の取組について正しく伝えるた
めに、個別及び学部通信を始めとして、学校ホームページ、学校新聞など、情報発信に丁寧
に取り組む。 

○会議の精選・効率化、ＩＣＴの積極的な活用によって、働き方改革をより一層進める。 

 


